
 

 

第１８回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

⑴ 議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ３ ５ １２ ２０ 

 

⑵ 議案の名称 

＜予算＞ 

議案第 ９７号  令和５年度尼崎市一般会計補正予算（第６号） …  5 

議案第 ９８号  令和５年度尼崎市工業用水道事業会計補正予算（第 

１号） 

…  9 

議案第 ９９号  令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正 

         予算（第１号） 

… 11 

＜条例＞ 

議案第１００号  地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係 

条例の整備に関する条例について 

… 13 

議案第１０１号  尼崎市教育振興審議会条例について … 21 

議案第１０２号  尼崎市立老人福祉センターの設置及び管理に関する 

         条例の一部を改正する条例について 

… 23 

議案第１０３号  尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例につ 

         いて 

… 25 

議案第１０４号  尼崎市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部 

         を改正する条例について 

… 41 

＜その他＞ 

議案第１０５号  指定管理者の指定について（尼崎市立中央北生涯学 

         習プラザ） 

… 43 

議案第１０６号  指定管理者の指定について（尼崎市立小田北生涯学 

         習プラザ及び尼崎市立小田南生涯学習プラザ） 

… 43 

議案第１０７号  指定管理者の指定について（尼崎市立大庄北生涯学 … 43 
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         習プラザ及び尼崎市立大庄南生涯学習プラザ） 

議案第１０８号  指定管理者の指定について（尼崎市立立花北生涯学 

習プラザ及び尼崎市立立花南生涯学習プラザ） 

… 43 

議案第１０９号  指定管理者の指定について（尼崎市立武庫東生涯学 

習プラザ及び尼崎市立武庫西生涯学習プラザ） 

… 43 

議案第１１０号  指定管理者の指定について（尼崎市立園田東生涯学 

習プラザ及び尼崎市立園田西生涯学習プラザ） 

… 43 

議案第１１１号  指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者デ 

イサービスセンター） 

… 47 

議案第１１２号  指定管理者の指定について（尼崎市墓園及び尼崎市 

立弥生ケ丘斎場） 

… 49 

議案第１１３号  指定管理者の指定について（尼崎市立ユース交流セ 

ンター） 

… 51 

議案第１１４号  阪神水道企業団を組織する地方公共団体の数の増加 

及び同企業団規約の一部変更に関する協議について 

… 53 

議案第１１５号  あらたに生じた土地の確認について … 55 

議案第１１６号  あらたに生じた土地の既存の町の区域への編入につ 

いて 

… 57 

 

２ その他の報告 

⑴ 議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

    その他の事故  １件         ４１，５８０円 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９７号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和５年度尼崎市一般会計補正予算（第６号） 

内       容 

１ 補正予算の内容 

 旧かんなみ地域の環境改善に向けて、取得済み建物を暫定的な店舗として利活用

し、まちのイメージ改善を図るとともに創業へのチャレンジを支援するほか、これま

で通りの栄養バランスのとれた給食を実施するため、小中学校等の物価高騰相当分を

増額することなどに伴い補正を行う。 

各事業の概要等は別紙のとおり。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

223,146,064 782,336 223,928,400 

 

３ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

国庫支出金 13,136 総務費 2,083 

県支出金 9,500 民生費 40,449 

繰入金 17,488 土木費 564,400 

繰越金 740,109 教育費 175,404 

諸収入 2,103   

合 計 782,336 合 計 782,336 

 

４ 繰越明許費 

追加                          （単位：千円） 

款 項 事 業 名 金 額 

衛生費 保健所費 保健所維持管理事業 21,000 

土木費 都市計画費 小田南公園関係事業 185,136 
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５ 債務負担行為 

追加                         （単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

（仮称）健康ふれあい体育館整備事業 令和 6年度 12,368 

小田南公園関係事業 令和 6年度 241,900 
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 別  紙  

 

 

補正予算の内容 

 

（１）旧かんなみ地域暫定利用事業費 2,083 千円 

旧かんなみ地域の取得済み建物を暫定的な店舗として利活用し、まちのイメージ改

善を図るとともに創業へのチャレンジを支援する。 

・事業内容：事業者募集のための市場調査及び事業者選定の準備 

・利活用期間：令和 6年 9月から令和 7年 12 月 

（２）給食費に対する物価高騰対策 119,746 千円 

これまで通りの栄養バランスのとれた給食を実施するため、小中学校等及び公立保育

所の物価高騰相当分を負担する。 

・1食あたりの単価 

小学校   ＋24 円（240 円→264 円） 

中学校   ＋ 7 円（310 円→317 円） 

公立保育所 ＋23 円（220 円→243 円） 等 

（３）児童ホームのＩＣＴ化に向けた環境整備 30,895 千円 

児童ホーム事業の効率化を図るため、ＩＣＴ化を推進する。 

（４）小田南公園関係事業費 564,400 千円 

小田南公園における地中埋設物の撤去処分に係る費用を負担する。 

債務負担行為 241,900 千円 

（５）丹波少年自然の家事務組合負担金 65,212 千円 

丹波少年自然の家事務組合が令和 5 年度末で解散することに伴い、財産処分及び職

員処遇に係る負担金を負担する。 
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 別  紙  

費目別事業概要 

 

総務費 2,083 千円 

  

旧かんなみ地域暫定利用事業費 2,083 千円 

旧かんなみ地域の取得済み建物を暫定的な店舗として利活用す

る。 

 

 

民生費 40,449 千円 

  

公立保育所運営事業費 9,554 千円 

これまで通りの栄養バランスのとれた給食を実施するため、公立

保育所の物価高騰相当分を負担する。 

 

  

児童ホーム整備事業費 30,895 千円 

児童ホーム事業の効率化を図るため、ＩＣＴ化を推進する。 

 

 

土木費 564,400 千円 

  

小田南公園関係事業費 564,400 千円 

小田南公園における地中埋設物の撤去処分に係る費用を負担す

る。 

 

 

教育費 175,404 千円 

  

丹波少年自然の家事務組合負担金 65,212 千円 

丹波少年自然の家事務組合が令和 5 年度末で解散することに伴

い、財産処分及び職員処遇に係る負担金を負担する。 

 

 

給食物資調達関係事業費 110,192 千円 

これまで通りの栄養バランスのとれた学校給食を実施するため、

小中学校等の物価高騰相当分を負担する。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第９８号 所 管 財務課 

件 名 令和５年度尼崎市工業用水道事業会計補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の内容 

設計業務委託の入札不調の影響により、今年度に完了する予定であった当該業務

委託の完了予定が令和６年度になることから、債務負担行為の限度額を増額変更す

る。 

 

２ 債務負担行為 

  変更                           （単位：千円） 

事   項 期   間 補正前限度額 補正後限度額 

工 業 用 水 道 施 設 

建 設 改 良 事 業 

令和５年度から 

令和７年度まで 
721,902 736,371 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

 

種 別 予算 番 号 議案第９９号 所 管 
財務課、ボートレース事業

部経営企画課 

件 名 令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正予算（第１号） 

内       容 

１ 補正予算の内容 

ＳＧ第３４回グランドチャンピオン（令和６年６月２５～３０日）の開催決定に伴

い、当該競走の開催運営事業費について債務負担行為の設定を行う。 

 

２ 債務負担行為 

  追加                           （単位：千円） 

事   項 期   間 限 度 額 

ＳＧグランドチャンピオン 

開 催 運 営 事 業 

令和５年度から 

令和６年度まで 
98,621 
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（議案説明資料） 

 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１００号 所 管 
給与課、公営企業局企画管

理課 

件 名 
地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

について 

内       容 

１ 改正理由 

  地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の制定により、国の非

常勤職員の取扱いとの均衡及び適正な処遇の確保の観点から、地方公共団体のパート

タイムの会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給が可能となること等から、関係条

例について所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正の対象となる条例 

 ⑴ 尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

 ⑵ 尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び処分等を

定める条例 

 ⑶ 尼崎市職員の育児休業等に関する条例 

 ⑷ 尼崎市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例 

 ⑸ 尼崎市一般職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

 

３ 改正内容 

 ⑴ 会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給 

  ア 上記２⑴、⑷及び⑸の条例について、会計年度任用職員に対して勤勉手当を支

給するための規定を整備する。 

  イ 上記２⑶の条例について、育児休業をしている会計年度任用職員に対して勤勉

手当を支給するための規定を整備する。 

  ウ 上記２⑸の条例の題名を「尼崎市一般職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁

償並びに期末手当及び勤勉手当に関する条例」に変更する。 

⑵ 法律からの引用部分の改正 

   上記２⑵の条例について、地方自治法から引用している部分の条ずれに対応する

ための改正を行う。 

 

４ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

（特定非常勤職員の給与） 

第１５条 略 

 ⑴ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号

に該当する特定非常勤職員 報酬（給料に

相当する報酬並びに地域手当、特殊勤務手

当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当及び宿日直手当に相当する報酬を

いう。）並びに期末手当及び勤勉手当 

（特定非常勤職員の給与） 

第１５条 略 

 ⑴ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号

に該当する特定非常勤職員 報酬（給料に

相当する報酬並びに地域手当、特殊勤務手

当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当及び宿日直手当に相当する報酬を

いう。）及び期末手当 
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尼崎市予算で定めるべき公営企業の用に供する重要な資産の取得及び処分等を定める条例（第２

条関係） 

改正後 現 行 

（尼崎市議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第３条 法第３４条において読み替えて準用す

る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２の８第８項の条例で定める場合

は、法第１５条第１項に規定する企業職員で

公営企業の業務に従事するものの賠償責任に

係る賠償額が２００，０００円以上である場

合とする。 

（尼崎市議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第３条 法第３４条において読み替えて準用す

る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２の２第８項の条例で定める場合

は、法第１５条第１項に規定する企業職員で

公営企業の業務に従事するものの賠償責任に

係る賠償額が２００，０００円以上である場

合とする。 
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尼崎市職員の育児休業等に関する条例（第３条関係） 

改正後 現 行 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支

給） 

第６条 尼崎市職員の給与に関する条例（昭和

３２年尼崎市条例第２４号。以下「給与条例」

という。）第２１条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員（地方

公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第

１５条第１項に規定する企業職員又は地方公

務員法第５７条に規定する単純な労務に雇用

される職員（以下「企業職員等」という。）

に該当する職員を除く。以下この条から第８

条まで及び第１４条において同じ。）のうち、

基準日以前６月以内の期間において勤務した

期間（市長が定めるこれに相当する期間を含

む。）がある職員には、当該基準日に係る期

末手当を支給する。ただし、地方公務員法第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員（以下「会計年度任用職員」という。）に

該当する職員については、当該職員以外の職

員に支給される期末手当との権衡を考慮し

て、市長が、又は市長以外の任命権者が市長

と協議して別に定めるところにより、期末手

当を支給する。 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員のう

ち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る

勤勉手当を支給する。ただし、会計年度任用

職員に該当する職員については、当該職員以

外の職員に支給される勤勉手当との権衡を考

慮して、市長が、又は市長以外の任命権者が

市長と協議して別に定めるところにより、勤

勉手当を支給する。 

（育児休業をしている職員の期末手当等の支

給） 

第６条 尼崎市職員の給与に関する条例（昭和

３２年尼崎市条例第２４号。以下「給与条例」

という。）第２１条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員（地方

公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第

１５条第１項に規定する企業職員又は地方公

務員法第５７条に規定する単純な労務に雇用

される職員（以下「企業職員等」という。）

に該当する職員を除く。以下この条から第８

条まで及び第１４条において同じ。）のうち、

基準日以前６月以内の期間において勤務した

期間（市長が定めるこれに相当する期間を含

む。）がある職員には、当該基準日に係る期

末手当を支給する。ただし、地方公務員法第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員（以下「会計年度任用職員」という。）に

該当する職員については、会計年度任用職員

以外の職員に支給される期末手当等との権衡

を考慮して、市長が、又は市長以外の任命権

者が市長と協議して別に定めるところによ

り、期末手当を支給する。 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞ

れの基準日に育児休業をしている職員（会計

年度任用職員に該当する職員を除く。）のう

ち、基準日以前６月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る

勤勉手当を支給する。 
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尼崎市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（第４条関係） 

改正後 現 行 

（特定非常勤技能労務職員の給与） 

第４条 法第２２条の２第１項第１号に該当す

る特定非常勤技能労務職員の給与の種類は、

報酬（給料に相当する報酬並びに地域手当、

特殊勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤

手当及び宿日直手当に相当する報酬をいう。）

並びに期末手当及び勤勉手当とする。 

（特定非常勤技能労務職員の給与） 

第４条 法第２２条の２第１項第１号に該当す

る特定非常勤技能労務職員の給与の種類は、

報酬（給料に相当する報酬並びに地域手当、

特殊勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤

手当及び宿日直手当に相当する報酬をいう。）

及び期末手当とする。 
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尼崎市一般職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（第５条関係） 

改正後 現 行 

（題名） 

尼崎市一般職の職員で非常勤のものの報酬、費

用弁償並びに期末手当及び勤勉手当に関する条

例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

０３条の２第２項ただし書及び第５項並びに

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。

以下「法」という。）第２４条第５項の規定

に基づき、法第３条第２項に規定する一般職

に属する市の職員で非常勤のもの（法第２２

条の２第１項第２号に該当する職員及び法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員を除く。以下「職員」という。）

の報酬、費用弁償並びに期末手当及び勤勉手

当について必要な事項を定めるものとする。 

（期末手当及び勤勉手当） 

第４条 職員（市長が、又は任命権者が市長と

協議して別に定める職員に限る。）のうち６

月１日又は１２月１日に在職するものには、

期末手当及び勤勉手当を支給する。 

２ 前項の期末手当（第４項において「期末手

当」という。）の額は、常勤職員等に支給さ

れる期末手当の額との権衡を考慮して、市長

が、又は任命権者が市長と協議して定める額

とする。 

３ 前項の規定は、第１項の勤勉手当（次項に

おいて「勤勉手当」という。）の額について

準用する。この場合において、前項中「期末

手当の」とあるのは、「勤勉手当の」と読み

替えるものとする。 

４ 第２条第４項の規定は、期末手当及び勤勉

手当の支給方法その他期末手当及び勤勉手当

の支給について準用する。この場合において、

同項中「前各項」とあるのは、「第４条第１

（題名） 

尼崎市一般職の職員で非常勤のものの報酬、費

用弁償及び期末手当に関する条例 

 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

０３条の２第２項ただし書及び第５項並びに

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。

以下「法」という。）第２４条第５項の規定

に基づき、法第３条第２項に規定する一般職

に属する市の職員で非常勤のもの（法第２２

条の２第１項第２号に該当する職員及び法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員を除く。以下「職員」という。）

の報酬、費用弁償及び期末手当について必要

な事項を定めるものとする。 

（期末手当） 

第４条 職員（市長が、又は任命権者が市長と

協議して別に定める職員に限る。）のうち６

月１日又は１２月１日に在職するものには、

期末手当を支給する。 

２ 前項の期末手当（次項において「期末手当」

という。）の額は、常勤職員等に支給される

期末手当等の額との権衡を考慮して、市長が、

又は任命権者が市長と協議して定める額とす

る。 

 

 

 

 

 

３ 第２条第４項の規定は、期末手当の支給方

法その他期末手当の支給について準用する。

この場合において、同項中「前各項」とある

のは、「第４条第１項及び第２項」と読み替
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項から第３項まで」と読み替えるものとする。 えるものとする。 
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（議案説明資料） 

 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０１号 所 管 
教育委員会事務局企画管

理課 

件 名 尼崎市教育振興審議会条例について 

内       容 

１ 制定理由 

本市は、教育基本法に基づき、教育の振興に資するための基本的な指針として「尼

崎市教育振興基本計画」（以下「基本計画」という。）を策定しており、その計画期間

を令和６年度までとしていることから、令和７年度以降を計画期間とする次期基本計

画の策定を予定している。 

次期基本計画の策定に向けて、基本計画の策定のほか、教育委員会の事務の管理及

び執行状況についての点検及び評価に関する事項についての調査審議を行うため、地

方自治法第１３８条の４第３項の規定による付属機関として、尼崎市教育振興審議会

を設置するための条例を制定するもの。 

 

２ 主な制定内容等 

 ⑴ 設置（第２条） 

   次に掲げる事項を調査審議させるため、教育委員会の付属機関として、審議会を

置く。 

  ア 教育振興基本計画に関する事項 

  イ 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての点検及び評

価に関する事項 

  ウ 上記のほか、教育の振興に関する重要な事項 

 ⑵ 組織（第３条） 

   審議会は、委員１２人以内で組織する。また、特別の事項を調査審議させるため

必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

 ⑶ 任期等（第５条） 

   委員の任期は、２年を超えない範囲内において教育委員会が別に定める期間とす

る。ただし、再任することを妨げない。 

 ⑷ 条例の廃止（付則第２項） 

   尼崎市立高等学校教育審議会条例は、廃止する。 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

 

21



22



（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

 

種 別 条例 番 号 議案第１０２号 所 管 高齢介護課 

件 名 
尼崎市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例について 

内       容 

１ 改正理由 

 総合老人福祉センターについては、尼崎市公共施設マネジメント基本方針により、

今後の施設のあり方を「現地建替」か「機能変更して移転」のいずれかの方向で検討

を進めており、その基本的な方向性を令和５年度末までに定める予定である。 

現時点においては、「現地建替」の場合であれば、令和８年度以降に一旦施設の供

用を停止すること、「機能変更して移転」の場合であれば、移転候補地において新た

な施設を整備した上で令和１１年度以降に移転することとなる。 

  こうした中で、次期指定期間となる令和６年度以降の施設の運営にあたっては、施

設の供用停止や移転等を見据えた上での利用者や団体への対応が必要となり、市と指

定管理者間で十分な連携をとりながら、円滑かつ着実に取組を進めていく必要がある

ことから、次期指定管理者の選定について、同施設の指定管理者として長年培ったノ

ウハウや経験をもつ、現指定管理者を新たな指定管理者として非公募で選定するた

め、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

付則第２項の高齢者福祉の向上に寄与することができる社会福祉法人を非公募で

指定管理者の指定を受けるべきものとして選定をすることができる特例の規定に、総

合老人福祉センターを追加する。 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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尼崎市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

付 則 

（指定管理者の選定の特例等） 

２ 第８条及び第９条の規定にかかわらず、市

長は、当分の間、センターの管理について、

地域福祉の理念に基づき、センターの管理を

通じて高齢者福祉の向上に寄与することがで

きる社会福祉法人を、指定管理者の指定を受

けるべきものとして選定することができる。 

付 則 

（指定管理者の選定の特例等） 

２ 第８条及び第９条の規定にかかわらず、市

長は、当分の間、センター（総合老人福祉セ

ンターを除く。以下同じ。）の管理について、

地域福祉の理念に基づき、センターの管理を

通じて高齢者福祉の向上に寄与することがで

きる社会福祉法人を、指定管理者の指定を受

けるべきものとして選定することができる。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０３号 所 管 国保年金管理担当 

件 名 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和５年政令第２４

３号）の制定により、出産する予定の被保険者又は出産した被保険者（以下「出産被

保険者」という。）の所得割額及び均等割額について、子育て世帯の経済的負担軽減

の観点から、産前産後期間に相当する額を減額するため、規定の整備を行うもの。 

また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改

正する法律（令和４年法律第１０４号）の施行等に伴う所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

⑴  産前産後期間相当分保険料の減額措置 

ア 出産被保険者に係る所得割額及び均等割額（現行の低所得者の保険料の減額賦

課の適用を受ける場合には適用後の額）について、出産（予定）月の前月（多胎

妊娠の場合は３月前）から出産（予定）月の翌々月までの期間に相当する額を当

該世帯の世帯主に対して賦課する保険料から減額する規定を追加する。 

イ 出産被保険者となったときの世帯主による届出を義務付ける規定及び市長が

出産被保険者となったことを確認できるときは当該届出を省略できる規定を追

加する。 

⑵ 法律からの引用部分の改正 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律から引用している条に変更が生じた

こと等に対応するための改正を行う。 

 

３ 施行期日 

令和６年１月１日 

ただし、上記２⑵の改正は公布の日 
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尼崎市国民健康保険条例 

改正後 現 行 

（結核・精神医療付加金） 

第７条の２ 被保険者が、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第３７条の２第１項

に規定する医療又は精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第５条第１項に規定する精神障害者とし

て障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５８条第１項に規定する指定自立支

援医療（通院医療に限る。）を受けたときは、

当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、

結核・精神医療付加金として、当該医療に要

する費用の額の１００分の５に相当する額と

当該医療に関して被保険者が自ら負担すべき

こととなる額とのいずれか少ない額に相当す

る額を支給する。 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１０条 保険料の賦課額のうち一般被保険者

（退職被保険者等（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等をいう。以下同じ。）以

外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎

賦課額（第１９条の２第１項、第１９条の２

の２第１項、第１９条の２の３第１項又は第

１９条の２の４の規定により基礎賦課額を減

額する場合にあっては、その減額することと

なる額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。 

 ⑵ 略 

エ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険の事務の執行に要する費用を除く。）

のための収入（法附則第９条第１項の規

定により読み替えて適用する法第７２条

（結核・精神医療付加金） 

第７条の２ 被保険者が、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）第３７条の２第１項

に規定する医療又は精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第５条に規定する精神障害者として障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５８条第１項に規定する指定自立支援医療

（通院医療に限る。）を受けたときは、当該被

保険者の属する世帯の世帯主に対し、結核・

精神医療付加金として、当該医療に要する費

用の額の１００分の５に相当する額と当該医

療に関して被保険者が自ら負担すべきことと

なる額とのいずれか少ない額に相当する額を

支給する。 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１０条 保険料の賦課額のうち一般被保険者

（退職被保険者等（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等をいう。以下同じ。）以

外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る基礎

賦課額（第１９条の２第１項又は第１９条の

２の２第１項の規定により基礎賦課額を減額

する場合にあっては、その減額することとな

る額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見込額から

第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基

準として算定した額とする。 

 

 ⑵ 略 

  エ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険の事務の執行に要する費用を除く。）

のための収入（法附則第９条第１項の規

定により読み替えて適用する法第７２条
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の３第１項、第７２条の３の２第１項又

は第７２条の３の３第１項の規定による

繰入金及び保険給付費等交付金（退職被

保険者等の療養給付等費用に係るものに

限る。）を除く。）の額 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の

算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る保険料の賦課期日の属する年の前年の所

得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額（同法附則第３３

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）、同法附則第３３条

の３第５項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額、同法附則第３４条第４項に規定す

る長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項

若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条

の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３

第１項又は第３６条の規定の適用がある場合

には、これらの規定の適用により同法第３１

条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額）、地方税法附則

第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金

額（租税特別措置法第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合に

は、これらの規定の適用により同法第３２条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控

除する金額を控除した金額）、地方税法附則第

３５条の２第５項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３

の３第１項又は第７２条の３の２第１項

の規定による繰入金及び保険給付費等交

付金（退職被保険者等の療養給付等費用

に係るものに限る。）を除く。）の額 

 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の

算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る保険料の賦課期日の属する年の前年の所

得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額（同法附則第３３

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第１１項又は第１５項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３３

条の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項

若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条

の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３

第１項又は第３６条の規定の適用がある場合

には、これらの規定の適用により同法第３１

条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額）、地方税法附則

第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金

額（租税特別措置法第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合に

は、これらの規定の適用により同法第３２条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控

除する金額を控除した金額）、地方税法附則第

３５条の２第５項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３
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第１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項

又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項

の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則

第３５条の４の２第７項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の非

課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」

という。）第８条第２項（外国居住者等所得相

互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項

において準用する場合を含む。第１９条の２

第１項第１号において同じ。）に規定する特例

適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除

法第８条第４項（外国居住者等所得相互免除

法第１２条第６項及び第１６条第３項におい

て準用する場合を含む。同号において同じ。）

に規定する特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第１２項に規定する

条約適用配当等の額をいう。以下この条にお

いて同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合計額（以下

「基礎控除後の総所得金額等」という。）に、

次条第１項第１号の所得割の保険料率を乗じ

て算定する。 

（基礎賦課限度額） 

第１５条の３ 第１１条又は第１４条の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等とが同

第１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額（同法附則第３５条の２の６第１５項

又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項

の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則

第３５条の４の２第７項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の非

課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号。以下「外国居住者等所得相互免除法」

という。）第８条第２項（外国居住者等所得相

互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項

において準用する場合を含む。第１９条の２

第１項第１号において同じ。）に規定する特例

適用利子等の額、外国居住者等所得相互免除

法第８条第４項（外国居住者等所得相互免除

法第１２条第６項及び第１６条第３項におい

て準用する場合を含む。同号において同じ。）

に規定する特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等の額及び同条第１２項に規定する

条約適用配当等の額をいう。以下この条にお

いて同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合計額（以下

「基礎控除後の総所得金額等」という。）に、

次条第１項第１号の所得割の保険料率を乗じ

て算定する。 

（基礎賦課限度額） 

第１５条の３ 第１１条又は第１４条の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等とが同
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一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎

賦課額及び第１４条の基礎賦課額の合計額。

第１８条第１項及び第２項、第１９条の２第

１項、第１９条の２の２第１項第１号並びに

第１９条の２の３第１項第１号において同

じ。）は、令第２９条の７第２項第９号に規定

する額（他の法令の規定において基礎賦課額

の限度額の特例として定められている額があ

る場合には、その額。以下「基礎賦課限度額」

という。）を超えることができない。 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課

総額） 

第１５条の３の２ 保険料の賦課額のうち一般

被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

（第１９条の２第３項において読み替えて準

用する同条第１項、第１９条の２の２第３項

において読み替えて準用する同条第１項、第

１９条の２の３第２項において読み替えて準

用する同条第１項又は第１９条の２の４の規

定により後期高齢者支援金等賦課額を減額す

る場合にあっては、その減額することとなる

額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金

等賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額

の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控

除した額を基準として算定した額とする。 

⑵ 略 

イ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えて適用する法第

７２条の３第１項、第７２条の３の２第

１項又は第７２条の３の３第１項の規定

による繰入金を除く。）の額 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の３の１０ 第１５条の３の３又は第

１５条の３の６の後期高齢者支援金等賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の

一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎

賦課額と第１４条の基礎賦課額との合計額。

第１８条、第１９条の２第１項及び第１９条

の２の２第１項において同じ。）は、令第２９

条の７第２項第９号に規定する額（他の法令

の規定において基礎賦課額の限度額の特例と

して定められている額がある場合には、その

額。以下「基礎賦課限度額」という。）を超え

ることができない。 

 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課

総額） 

第１５条の３の２ 保険料の賦課額のうち一般

被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

（第１９条の２第３項において読み替えて準

用する同条第１項又は第１９条の２の２第３

項において読み替えて準用する同条第１項の

規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額

する場合にあっては、その減額することとな

る額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援

金等賦課総額」という。）は、第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を

控除した額を基準として算定した額とする。 

 

 

⑵ 略 

イ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えて適用する法第

７２条の３第１項又は第７２条の３の２

第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の３の１０ 第１５条の３の３又は第

１５条の３の６の後期高齢者支援金等賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の
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世帯に属する場合には、第１５条の３の３の

後期高齢者支援金等賦課額及び第１５条の３

の６の後期高齢者支援金等賦課額の合計額。

第１８条第１項及び第２項、第１９条の２第

３項において読み替えて準用する同条第１

項、第１９条の２の２第３項において読み替

えて準用する同条第１項第１号並びに第１９

条の２の３第２項において読み替えて準用す

る同条第１項第１号において同じ。）は、令第

２９条の７第３項第８号に規定する額（他の

法令の規定において後期高齢者支援金等賦課

額の限度額の特例として定められている額が

ある場合には、その額。以下「後期高齢者支

援金等賦課限度額」という。）を超えることが

できない。 

（介護納付金賦課総額） 

第１５条の４ 保険料の賦課額のうち介護納付

金賦課額（第１９条の２第４項において読み

替えて準用する同条第１項、第１９条の２の

３第３項において読み替えて準用する同条第

１項又は第１９条の２の４の規定により介護

納付金賦課額を減額する場合にあっては、そ

の減額することとなる額を含む。）の総額（以

下「介護納付金賦課総額」という。）は、第

１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる

額の見込額を控除した額を基準として算定し

た額とする。 

⑵ 略 

イ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えて適用する法第

７２条の３第１項、第７２条の３の２第

１項又は第７２条の３の３第１項の規定

による繰入金を除く。）の額 

（賦課期日後の保険料の納付義務の発生等に伴

う保険料賦課額の算定） 

世帯に属する場合には、第１５条の３の３の

後期高齢者支援金等賦課額と第１５条の３の

６の後期高齢者支援金等賦課額との合計額。

第１８条、第１９条の２第３項において読み

替えて準用する同条第１項及び第１９条の２

の２第３項において読み替えて準用する同条

第１項において同じ。）は、令第２９条の７第

３項第８号に規定する額（他の法令の規定に

おいて後期高齢者支援金等賦課額の限度額の

特例として定められている額がある場合に

は、その額。以下「後期高齢者支援金等賦課

限度額」という。）を超えることができない。 

 

 

 

（介護納付金賦課総額） 

第１５条の４ 保険料の賦課額のうち介護納付

金賦課額（第１９条の２第４項において読み

替えて準用する同条第１項の規定により介護

納付金賦課額を減額する場合にあっては、そ

の減額することとなる額を含む。）の総額（以

下「介護納付金賦課総額」という。）は、第

１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる

額の見込額を控除した額を基準として算定し

た額とする。 

 

 

⑵ 略 

イ その他市特別会計において負担する国

民健康保険事業に要する費用（国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用に

限る。）のための収入（法附則第９条第１

項の規定により読み替えて適用する法第

７２条の３第１項又は第７２条の３の２

第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

 

（賦課期日後の保険料の納付義務の発生等に伴

う保険料賦課額の算定） 
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第１８条 保険料の賦課期日後に保険料の納付

義務が発生し、一の世帯に属する被保険者数

が増加し、若しくは減少し、一の世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者とな

り、若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なり、又は当該被保険者が令第２９条の７の

２第２項に規定する特例対象被保険者等（以

下「特例対象被保険者等」という。）となっ

た場合（以下この条において「保険料の賦課

期日後に保険料の納付義務が発生した場合

等」という。）における保険料の納付義務者

に係る第１１条若しくは第１４条の基礎賦課

額、第１５条の３の３若しくは第１５条の３

の６の後期高齢者支援金等賦課額（当該被保

険者数が増加し、若しくは減少した場合（特

定同一世帯所属者に該当することにより当該

被保険者数が減少した場合を除く。）又は特

例対象被保険者等となった場合における当該

納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）

若しくは第１５条の５の介護納付金賦課額又

は第１９条の２第１項（同条第３項及び第４

項において読み替えて準用する場合を含む。

以下この条において同じ。）、第１９条の２

の２第１項（同条第３項において読み替えて

準用する場合を含む。次項において同じ。）、

第１９条の２の３第１項（同条第２項及び第

３項において読み替えて準用する場合を含

む。以下この条において同じ。）若しくは第

１９条の２の４に定める額の算定は、それぞ

れ、当該納付義務が発生した日、当該被保険

者数が増加し、若しくは減少した日（法第６

条第１号から第８号までのいずれかに該当し

たことにより当該被保険者数が減少した場合

において、その減少した日が月の初日である

ときは、その前日）、当該被保険者が介護納

付金賦課被保険者となり、若しくは介護納付

金賦課被保険者でなくなった日又は当該被保

険者が特例対象被保険者等となった日の属す

第１８条 保険料の賦課期日後に保険料の納付

義務が発生し、一の世帯に属する被保険者数

が増加し、若しくは減少し、一の世帯に属す

る被保険者が介護納付金賦課被保険者とな

り、若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なり、又は当該被保険者が令第２９条の７の

２第２項に規定する特例対象被保険者等（以

下「特例対象被保険者等」という。）となっ

た場合における保険料の納付義務者に係る第

１１条若しくは第１４条の基礎賦課額、第１

５条の３の３若しくは第１５条の３の６の後

期高齢者支援金等賦課額（当該被保険者数が

増加し、若しくは減少した場合（特定同一世

帯所属者に該当することにより当該被保険者

数が減少した場合を除く。）又は特例対象被

保険者等となった場合における当該納付義務

者に係る世帯別平等割額を除く。）若しくは

第１５条の５の介護納付金賦課額又は第１９

条の２第１項（同条第３項又は第４項におい

て読み替えて準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）若しくは第１９条の２の２第１

項（同条第３項において読み替えて準用する

場合を含む。次項において同じ。）に定める

額の算定は、それぞれ、当該納付義務が発生

した日、当該被保険者数が増加し、若しくは

減少した日（法第６条第１号から第８号まで

のいずれかに該当したことにより当該被保険

者数が減少した場合において、その減少した

日が月の初日であるときは、その前日）、当

該被保険者が介護納付金賦課被保険者とな

り、若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった日又は当該被保険者が特例対象被保険

者等となった日の属する月から、月割りをも

って行う。 
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る月から、月割りをもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に保険料の納付義務が

消滅した場合における保険料の納付義務者に

係る第１１条若しくは第１４条の基礎賦課

額、第１５条の３の３若しくは第１５条の３

の６の後期高齢者支援金等賦課額若しくは第

１５条の５の介護納付金賦課額又は第１９条

の２第１項、第１９条の２の２第１項、第１

９条の２の３第１項若しくは第１９条の２の

４に定める額の算定は、当該納付義務が消滅

した日（法第６条第１号から第８号までのい

ずれかに該当したことにより当該納付義務が

消滅した場合において、その消滅した日が月

の初日であるときは、その前日）の属する月

の前月まで、月割りをもって行う。 

３ 保険料の賦課期日後に保険料の納付義務が

発生した場合等又は保険料の賦課期日後に保

険料の納付義務が消滅した場合で、被保険者

でない者又は他の世帯に属する者が一の世帯

に属する免除対象期間内出産被保険者（第１

９条の２の３第１項に規定する出産被保険者

で、その免除対象期間（同項に規定する免除

対象期間をいう。）内にあるものをいう。以下

この条において同じ。）となったとき、一の世

帯に属する免除対象期間内出産被保険者（介

護納付金賦課被保険者でない者に限る。）が当

該世帯に属する介護納付金賦課被保険者とな

ったとき、一の世帯に属する免除対象期間内

出産被保険者が当該世帯に属する被保険者で

なくなったときその他市長が別に定める異動

が生じたときにおける保険料の賦課額の算定

は、同項及び第１９条の２の４並びに前２項

の規定にかかわらず、市長が別に定める。 

（保険料の減額賦課） 

第１９条の２ 略 

⑴ 世帯主並びに当該年度分の保険料の賦課

期日（当該賦課期日後に保険料の納付義務

が発生した場合には、その発生した日とす

 

２ 保険料の賦課期日後に保険料の納付義務が

消滅した場合における保険料の納付義務者に

係る第１１条若しくは第１４条の基礎賦課

額、第１５条の３の３若しくは第１５条の３

の６の後期高齢者支援金等賦課額若しくは第

１５条の５の介護納付金賦課額又は第１９条

の２第１項若しくは第１９条の２の２第１項

に定める額の算定は、当該納付義務が消滅し

た日（法第６条第１号から第８号までのいず

れかに該当したことにより当該納付義務が消

滅した場合において、その消滅した日が月の

初日であるときは、その前日）の属する月の

前月まで、月割りをもって行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保険料の減額賦課） 

第１９条の２ 略 

⑴ 世帯主並びに当該年度分の保険料の賦課

期日（当該賦課期日後に保険料の納付義務

が発生した場合には、その発生した日とす
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る。以下この項において同じ。）現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同

一世帯所属者（以下この項において「世帯

主等」という。）につき算定した地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金

額（青色専従者給与額又は事業専従者控除

額については、同法第３１３条第３項、第

４項又は第５項の規定を適用せず、所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第

１項、第３項又は第４項の規定の例によら

ないものとし、地方税法第３１４条の２第

１項に規定する山林所得金額及び他の所得

と区分して計算される所得の金額（同法附

則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額（同法附則第３

５条の２の６第８項又は第１１項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３３条の３第５項に規定する土

地等に係る事業所得等の金額、同法附則第

３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金

額、同法附則第３５条第５項に規定する短

期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所

得等の金額（同法附則第３５条の３第１５

項の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）、同法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等の金額（同法附則第３５条の２の６第１

１項又は第３５条の３第１３項若しくは第

１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額（同法附則第３５条の４の２第７項の

規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、外国居住者等所得相互免除法第８

条第２項に規定する特例適用利子等の額、

同条第４項に規定する特例適用配当等の

額、租税条約等実施特例法第３条の２の２

る。以下この項において同じ。）現在にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同

一世帯所属者（以下この項において「世帯

主等」という。）につき算定した地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金

額（青色専従者給与額又は事業専従者控除

額については、同法第３１３条第３項、第

４項又は第５項の規定を適用せず、所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第

１項、第３項又は第４項の規定の例によら

ないものとし、地方税法第３１４条の２第

１項に規定する山林所得金額及び他の所得

と区分して計算される所得の金額（同法附

則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額（同法附則第３

５条の２の６第１１項又は第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第３３条の３第５項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額、同法附則第３５条第５項に規定

する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５

条の２第５項に規定する一般株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３

第１５項の規定の適用がある場合には、そ

の適用後の金額）、同法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の

６第１５項又は第３５条の３第１３項若し

くは第１５項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、同法附則第３５

条の４第４項に規定する先物取引に係る雑

所得等の金額（同法附則第３５条の４の２

第７項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、外国居住者等所得相互免

除法第８条第２項に規定する特例適用利子

等の額、同条第４項に規定する特例適用配

当等の額、租税条約等実施特例法第３条の
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第１０項に規定する条約適用利子等の額及

び同条第１２項に規定する条約適用配当等

の額をいう。以下この項において同じ。）

の算定についても同様とする。以下同じ。）

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額の合計額が地方税

法第３１４条の２第２項第１号に定める額

（当該世帯主等のうちの給与所得を有する

者（前年中に同条第１項に規定する総所得

金額に係る所得税法第２８条第１項に規定

する給与所得について同条第３項に規定す

る給与所得控除額の控除を受けた者（同年

における同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）を

いう。以下この号において同じ。）及び公

的年金等に係る所得を有する者（同年中に

地方税法第３１４条の２第１項に規定する

総所得金額に係る所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得について

同条第４項に規定する公的年金等控除額の

控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあ

っては同年における当該公的年金等の収入

金額が６０万円を超える者に限り、年齢６

５歳以上の者にあっては同年における当該

公的年金等の収入金額が１１０万円を超え

る者に限る。）をいい、給与所得を有する

者を除く。）の数の合計数が２以上の場合

にあっては、地方税法第３１４条の２第２

項第１号に定める額に、当該合計数から１

を控除した数に１０万円を乗じて得た額を

加えて得た額。以下この項において「基準

額」という。）を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者 アに掲げる額に当該世帯

に属する被保険者のうち当該年度分の基準

基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対

象とされる者の数を乗じて得た額に、イに

掲げる額を加えて得た額 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

２の２第１０項に規定する条約適用利子等

の額及び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この項において同

じ。）の算定についても同様とする。以下

同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額

が地方税法第３１４条の２第２項第１号に

定める額（当該世帯主等のうちの給与所得

を有する者（前年中に同条第１項に規定す

る総所得金額に係る所得税法第２８条第１

項に規定する給与所得について同条第３項

に規定する給与所得控除額の控除を受けた

者（同年における同条第１項に規定する給

与等の収入金額が５５万円を超える者に限

る。）をいう。以下この号において同じ。）

及び公的年金等に係る所得を有する者（同

年中に地方税法第３１４条の２第１項に規

定する総所得金額に係る所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついて同条第４項に規定する公的年金等控

除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の

者にあっては同年における当該公的年金等

の収入金額が６０万円を超える者に限り、

年齢６５歳以上の者にあっては同年におけ

る当該公的年金等の収入金額が１１０万円

を超える者に限る。）をいい、給与所得を

有する者を除く。）の数の合計数が２以上

の場合にあっては、地方税法第３１４条の

２第２項第１号に定める額に、当該合計数

から１を控除した数に１０万円を乗じて得

た額を加えて得た額。以下この項において

「基準額」という。）を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者 アに掲げる額に当

該世帯に属する被保険者のうち当該年度分

の基準基礎賦課額の被保険者均等割額の算

定の対象とされる者の数を乗じて得た額

に、イに掲げる額を加えて得た額 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課
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額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「第１１条又は第１４条」とあ

るのは「第１５条の３の３又は第１５条の３

の６」と、「基礎賦課限度額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課限度額」と読み替える

ほか、必要な技術的読替えは、市長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「第１１条又は第１４条」と

あるのは「第１５条の５」と、「基礎賦課限

度額」とあるのは「介護納付金賦課限度額」

と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、

市長が定める。 

 

 

 

 

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額は」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額は」と、「第１１条

又は第１４条の基礎賦課額（以下この項にお

いて「基準基礎賦課額」とあるのは「第１５

条の３の３又は第１５条の３の６の後期高齢

者支援金等賦課額（以下第３項において読み

替えて準用するこの項において「基準後期高

齢者支援金等賦課額」と、「基礎賦課限度額」

とあるのは「後期高齢者支援金等賦課限度額」

と、同項第１号中「この項」とあるのは「第

３項において読み替えて準用するこの項」と、

「この号」とあるのは「第３項において読み

替えて準用するこの号」と、「基準基礎賦課

額」とあるのは「基準後期高齢者支援金等賦

課額」と、同号ア中「基礎賦課額」とあるの

は「後期高齢者支援金等賦課額」と、同項第

２号中「前号」とあるのは「第３項において

読み替えて準用する前号」と、「基準基礎賦

課額」とあるのは「基準後期高齢者支援金等

賦課額」と、同項第３号中「前２号」とある

のは「第３項において読み替えて準用する前

２号」と、「基準基礎賦課額」とあるのは「基

準後期高齢者支援金等賦課額」と、前項中「前

項各号」とあるのは「次項において読み替え

て準用する前項各号」と読み替えるものとす

る。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額は」とあるのは

「介護納付金賦課額は」と、「第１１条又は

第１４条の基礎賦課額（以下この項において

「基準基礎賦課額」とあるのは「第１５条の

５の介護納付金賦課額（以下第４項において

読み替えて準用するこの項において「基準介

護納付金賦課額」と、「基礎賦課限度額」と

あるのは「介護納付金賦課限度額」と、同項

第１号中「この項」とあるのは「第４項にお
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第１９条の２の２ ６歳に達する日以後の最初

の３月３１日以前である被保険者（以下「未

就学児」という。）が属する世帯に係る保険料

の納付義務者に対して課する当該保険料の賦

課額のうち基礎賦課額は、第１号に掲げる額

から、第２号に掲げる額に当該世帯に属する

被保険者のうち当該年度分の第１号に規定す

る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対

象とされる者（未就学児に限る。）の数を乗じ

て得た額（以下この条において「軽減額」と

いう。）を減額して得た額（当該額が基礎賦課

限度額を超える場合は、当該基礎賦課限度額）

とする。 

⑴ 当該年度分の第１１条又は第１４条の基

礎賦課額（以下この条において「基礎賦課

額」という。） 

 

 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課限度額」とあるのは

「後期高齢者支援金等賦課限度額」と、同項

第１号中「第１１条又は第１４条」とあるの

いて読み替えて準用するこの項」と、「この

号」とあるのは「第４項において読み替えて

準用するこの号」と、「基準基礎賦課額」と

あるのは「基準介護納付金賦課額」と、同号

ア中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、同項第２号中「前号」とあるの

は「第４項において読み替えて準用する前号」

と、「基準基礎賦課額」とあるのは「基準介

護納付金賦課額」と、同項第３号中「前２号」

とあるのは「第４項において読み替えて準用

する前２号」と、「基準基礎賦課額」とある

のは「基準介護納付金賦課額」と、第２項中

「前項各号」とあるのは「第４項において読

み替えて準用する前項各号」と読み替えるも

のとする。 

第１９条の２の２ ６歳に達する日以後の最初

の３月３１日以前である被保険者（以下「未

就学児」という。）が属する世帯に係る保険料

の納付義務者に対して課する当該保険料の賦

課額のうち基礎賦課額は、第１号に掲げる額

から、第２号に掲げる額に当該世帯に属する

被保険者のうち当該年度分の第１号に掲げる

額の被保険者均等割額の算定の対象とされる

者（未就学児に限る。）の数を乗じて得た額（以

下この条において「軽減額」という。）を減額

して得た額（当該額が基礎賦課限度額を超え

る場合は、当該基礎賦課限度額）とする。 

 

⑴ 当該年度分の第１１条又は第１４条の基

礎賦課額（前条第１項の規定の適用を受け

る場合は、同項（次条又は付則第１９項の

規定により読み替えて適用する場合を含

む。）に規定する額） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額は」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額は」と、「第１号」と

あるのは「第３項において読み替えて準用す

36



は「第１５条の３の３又は第１５条の３の６」

と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、

市長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１９条の２の３ 対象出産被保険者（出産被

保険者（令第２９条の７第５項第８号に規定

する出産被保険者に該当する被保険者をい

う。以下同じ。）で、当該年度内にその免除対

象期間（出産の予定日（規則で定める場合に

あっては、出産の日）の属する月（以下この

条において「出産予定月等」という。）の前月

（多胎妊娠の場合にあっては、３月前の月）

から出産予定月等の翌々月までの期間をい

う。以下この条において同じ。）の全部又は一

部があるものをいう。以下この条において同

じ。）が属する世帯に係る保険料の納付義務者

に対して課する当該保険料の賦課額のうち基

礎賦課額は、第１号に掲げる額から第２号及

び第３号に掲げる額の合計額を減額して得た

額（当該額が基礎賦課限度額を超える場合は、

当該基礎賦課限度額）とする。 

⑴ 当該年度分の第１１条又は第１４条の基

礎賦課額（以下この条において「基礎賦課

額」という。） 

⑵ 当該対象出産被保険者に係る当該年度分

の基礎控除後の総所得金額等に当該年度分

の基礎賦課額の所得割の保険料率を乗じて

得た額に１２分の１を乗じて得た額に、当

該対象出産被保険者に係る免除対象期間の

る第１号」と、「第２号」とあるのは「第３項

において読み替えて準用する第２号」と、「基

礎賦課限度額」とあるのは「後期高齢者支援

金等賦課限度額」と、同項第１号中「第１１

条又は第１４条の基礎賦課額（前条第１項」

とあるのは「第１５条の３の３又は第１５条

の３の６の後期高齢者支援金等賦課額（前条

第３項において読み替えて準用する同条第１

項」と、「同項」とあるのは「同条第３項にお

いて読み替えて準用する同条第１項」と、同

項第２号中「基礎賦課額」とあるのは「後期

高齢者支援金等賦課額」と読み替えるものと

する。 
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うち当該年度に属する期間の月数を乗じて

得た額（当該額に１円未満の端数があると

きは、これを１円に切り上げる。以下この

条において「所得割免除額」という。）（当

該対象出産被保険者が当該世帯に２人以上

属するときは、それぞれの対象出産被保険

者に係る所得割免除額の合計額） 

⑶ 当該年度分の基礎賦課額の被保険者１人

当たりの被保険者均等割額に１２分の１を

乗じて得た額に、当該対象出産被保険者に

係る免除対象期間のうち当該年度に属する

期間の月数を乗じて得た額（当該額に１円

未満の端数があるときは、これを１円に切

り上げる。以下この条において「均等割免

除額」という。）（当該対象出産被保険者が

当該世帯に２人以上属するときは、それぞ

れの対象出産被保険者に係る均等割免除額

の合計額） 

２ 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額

の減額について準用する。この場合において、

同項中「基礎賦課限度額」とあるのは「後期

高齢者支援金等賦課限度額」と、同項第１号

中「第１１条又は第１４条」とあるのは「第

１５条の３の３又は第１５条の３の６」と読

み替えるほか、必要な技術的読替えは、市長

が定める。 

３ 第１項の規定は、介護納付金賦課額の減額

について準用する。この場合において、同項

中「被保険者を」とあるのは「介護納付金賦

課被保険者を」と、「基礎賦課限度額」とある

のは「介護納付金賦課限度額」と、同項第１

号中「第１１条又は第１４条」とあるのは「第

１５条の５」と読み替えるほか、必要な技術

的読替えは、市長が定める。 

第１９条の２の４ 保険料の納付義務者が、第

１９条の２第１項（同条第３項及び第４項に

おいて読み替えて準用する場合並びに次条及

び付則第１９項の規定により読み替えて適用
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する場合を含む。以下この条において同じ。）

に規定する納付義務者、第１９条の２の２第

１項（同条第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。以下この条において同じ。）に

規定する納付義務者又は前条第１項（同条第

２項及び第３項において読み替えて準用する

場合を含む。以下この条において同じ。）に規

定する納付義務者の２以上に該当するとき

は、その保険料の賦課額は、第１９条の２第

１項、第１９条の２の２第１項及び前条第１

項の規定にかかわらず、これらの規定に規定

する額を参酌して市長が別に定めるところに

より算定した額とする。 

（出産被保険者に係る届出） 

第１９条の６ 世帯主は、その世帯に出産被保

険者が属することとなったときは、規則で定

めるところにより、その旨を市長に届け出な

ければならない。ただし、当該出産被保険者

について、この条の規定による届出がなくて

も市長が第１９条の２の３第１項（同条第２

項及び第３項において読み替えて準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）の規定

の適用に必要な事項を確認することができる

とき及び同条第１項の規定が適用されること

となることがないときは、この限りでない。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１０４号 所 管 保育管理課 

件 名 尼崎市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

多様化する保育ニーズへの適切な対応や老朽化した保育施設の環境改善、待機児童

の解消等を適切に進め、より効率的な保育所運営を行うことを目的に、南武庫之荘保

育所を社会福祉法人に移管するため、所要の整備を行うもの。 

 

２ 改正内容 

  別表中、南武庫之荘保育所の項を削除する。 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日  
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尼崎市立保育所の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

別表 

名称 位置 

  

（削る） （削る） 

 

  

 

別表 

名称 位置 

  

尼崎市立南武庫之荘保

育所 

尼崎市南武庫之荘１

１丁目１番１８号 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 
議案第１０５ 

～１１０号 
所 管 生涯、学習！推進課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立生涯学習プラザ） 

内       容 

１ 施設名、所在地及び指定管理者 

 施設名 所在地 指定管理者 

1 
中央北生涯学習

プラザ 

尼崎市東難波町２丁目

１４番１号 

尼崎市文化振興財団・シルバー人材

センター共同事業体あまがさきコミ

ュニティパートナーズ 

代表者 

尼崎市昭和通２丁目７番１６号 

公益財団法人尼崎市文化振興財団 

副理事長 村山 保夫 

2 

小田北生涯学習

プラザ 

尼崎市潮江１丁目１１

番１－１０１号 
大阪市北区梅田１丁目２番２－１２

００号 

株式会社ハウスビルシステム 

代表取締役 坂下 芳史 
小田南生涯学習

プラザ 

尼崎市長洲中通１丁目

６番１０号 

3 

大庄北生涯学習

プラザ 

尼崎市大島３丁目９番

２５号 
大阪市北区梅田１丁目２番２－１２

００号 

株式会社ハウスビルシステム 

代表取締役 坂下 芳史 
大庄南生涯学習

プラザ 

尼崎市大庄西町３丁目

６番１４号 

4 

立花北生涯学習

プラザ 

尼崎市塚口町３丁目３

９番地の７ 
大阪市北区梅田１丁目２番２－１２

００号 

株式会社ハウスビルシステム 

代表取締役 坂下 芳史 
立花南生涯学習

プラザ 

尼崎市栗山町２丁目２

５番２８号 

5 

武庫東生涯学習

プラザ 

尼崎市武庫之荘８丁目

１番１号 
大阪市北区梅田１丁目２番２－１２

００号 

株式会社ハウスビルシステム 

代表取締役 坂下 芳史 
武庫西生涯学習

プラザ 

尼崎市武庫の里１丁目

１３番２９号 

6 

園田東生涯学習

プラザ 

尼崎市食満５丁目８番

４６号 

尼崎市文化振興財団・シルバー人材

センター共同事業体あまがさきコミ

ュニティパートナーズ 

代表者 

尼崎市昭和通２丁目７番１６号 

公益財団法人尼崎市文化振興財団 

副理事長 村山 保夫 

園田西生涯学習

プラザ 

尼崎市食満２丁目１番

１号 
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（議案説明資料） 

２ 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

 

３ 選定方法 

令和５年７月１０日から９月４日まで公募を行い、北部及び南部それぞれ５人の外

部委員からなる選定委員会において、４つの選定基準を設けたうえで、事業計画書な

どの書類審査とプレゼンテーションによる面接審査を実施し選定した。 

【選定基準】 

①市民の平等な利用が確保されるものであるか 

②施設の効用を最大限に発揮させるものであるか 

③施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであるか 

④施設の管理を安定して行う能力を有しているものであるか 

 

４ 応募団体（下記に掲げる区分ごとに応募） 

 ⑴ 中央北生涯学習プラザ ４団体 

⑵ 小田北生涯学習プラザ及び小田南生涯学習プラザ １団体 

⑶ 大庄北生涯学習プラザ及び大庄南生涯学習プラザ ２団体 

⑷ 立花北生涯学習プラザ及び立花南生涯学習プラザ １団体 

⑸ 武庫東生涯学習プラザ及び武庫西生涯学習プラザ １団体 

⑹ 園田東生涯学習プラザ及び園田西生涯学習プラザ ２団体 

 

５ 選定理由 

各選定団体は、選定委員会で設けた４つの選定基準において、それぞれ総合的に優

れた評価を得たことにより、生涯学習プラザの指定管理者として適切であると判断し

た。 
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応募者一覧 

⑴ 中央北生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

１ 

尼崎市文化振興財団・シルバー人材センター共同事業体あまがさきコミュニティ

パートナーズ 

 

代表者 
公益財団法人尼崎

市文化振興財団 

副理事長 

村山 保夫 

尼崎市昭和通２丁目７番

１６号 

 

構成員 

公益社団法人尼崎

市シルバー人材セ

ンター 

代表理事 

岩田 強 

尼崎市東難波町５丁目１

９番５号 

２ 

一般社団法人パートナーズ・株式会社関西衛生工業所共同事業体 

 代表者 
一般社団法人パー

トナーズ 

代表理事 

髙谷 浩司 

尼崎市長洲西通２丁目１

１番６号 

 

構成員 
株式会社関西衛生

工業所 

代表取締役 

鈴木 みどり 

伊丹市桑津１丁目１番１

２号 

３ 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

４ 
特定非営利活動法人シンフォ

ニー 

代表理事 

山崎 勲 

尼崎市神田北通２丁目１

２番の１ 大陽ビルディ

ング５階Ｄ室 

（五十音順） 

⑵ 小田北生涯学習プラザ及び小田南生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

1 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

 

⑶ 大庄北生涯学習プラザ及び大庄南生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

１ 

一般社団法人パートナーズ・株式会社関西衛生工業所共同事業体 

 

代表者 
一般社団法人パー

トナーズ 

代表理事 

髙谷 浩司 

尼崎市長洲西通２丁目１

１番６号 

 

構成員 
株式会社関西衛生

工業所 

代表取締役 

鈴木 みどり 

伊丹市桑津１丁目１番１

２号 

２ 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

（五十音順） 
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⑷ 立花北生涯学習プラザ及び立花南生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

1 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

 

⑸ 武庫東生涯学習プラザ及び武庫西生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

1 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

 

⑹ 園田東生涯学習プラザ及び園田西生涯学習プラザ 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

１ 

尼崎市文化振興財団・シルバー人材センター共同事業体あまがさきコミュニティ

パートナーズ 

 

代表者 
公益財団法人尼崎

市文化振興財団 

副理事長 

村山 保夫 

尼崎市昭和通２丁目７番

１６号 

 

構成員 

公益社団法人尼崎

市シルバー人材セ

ンター 

代表理事 

岩田 強 

尼崎市東難波町５丁目１

９番５号 

２ 株式会社ハウスビルシステム 
代表取締役 

坂下 芳史 

大阪市北区梅田１丁目２

番２－１２００号 

（五十音順） 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１１号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者デイサービスセンター） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

尼崎市立身体障害者デイサービスセンター 

尼崎市七松町３丁目８番８号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 吹野 順次 

 

３ 指定期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 選定方法 

  令和５年８月３日から１０月２日まで公募を行い、５人の外部委員からなる選定委

員会において、５つの選定基準を設けたうえで、事業計画書などの書類審査とプレゼ

ンテーションによる面接審査を実施し選定した。 

 【選定基準】 

①利用者の平等な利用が確保されること 

②施設の効用を最大限に発揮するものであること 

③施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること 

④施設の管理を安定して行う能力を有していること 

⑤このほか、施設の設置目的を達成するために十分な能力を有していること 

 

５ 応募団体 

１団体   

 

６ 選定理由 

  社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団は、選定委員会で設けた５つの選定基準におい

て、総合的に優れた評価を得たことにより、身体障害者デイサービスセンターの指定

管理者として適切であると判断した。 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１２号 所 管 生活衛生課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市墓園及び尼崎市立弥生ケ丘斎場） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

 ⑴ 尼崎市弥生ケ丘墓園  尼崎市弥生ケ丘町 

 ⑵ 尼崎市西難波墓園   尼崎市西難波町２丁目 

 ⑶ 尼崎市立弥生ケ丘斎場 尼崎市弥生ケ丘町１番１号 

２ 指定管理者 

大林ファシリティーズ・五輪グループ共同企業体 

代表者  

大阪市中央区備後町１丁目７番１０号 

大林ファシリティーズ株式会社大阪支店 

   取締役常務執行役員大阪支店長 松井 秀雄 

３ 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

４ 選定方法 

  令和５年８月２３日から１０月１２日まで公募を行い、５人の外部委員からなる選

定委員会において、５つの選定基準を設けたうえで、事業計画書などの書類審査とプ

レゼンテーションによる面接審査を実施し選定した。 

 【選定基準】 

  ① 市民の平等な利用が確保されるものであるか 

  ② 施設の効用を最大限に発揮させるものであるか 

  ③ 施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであるか 

  ④ 施設の管理を安定して行う能力を有しているものであるか 

  ⑤ 長期的に安定したサービスを提供するため、施設・設備等の適正な性能を恒常

的に維持できるものであるか 

５ 応募団体 

１団体 

６ 選定理由 

  大林ファシリティーズ・五輪グループ共同企業体は、選定委員会で設けた５つの選

定基準の全てにおいて一定の水準以上の評価を得ており、尼崎市墓園及び尼崎市立弥

生ケ丘斎場の指定管理者として適切であると判断した。 
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（議案説明資料） 

応募者一覧 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

１ 

大林ファシリティーズ・五輪グループ共同企業体 

 

代表者 
大林ファシリティーズ

株式会社大阪支店 

取締役常務執行役員

大阪支店長  

松井 秀雄 

大阪市中央区備後町１

丁目７番１０号 

構成員 株式会社五輪 
代表取締役 

宮本 岳司朗 

富山市奥田新町１２番

３号 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１３号 所 管 こども青少年課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立ユース交流センター） 

内       容 

１ 施設名及び所在地 

尼崎市立ユース交流センター 

 尼崎市若王寺２丁目１８番４号 

 

２ 指定管理者 

  尼崎ユースコンソーシアム 

代表者 

西宮市甲風園１丁目３番１２号 

    特定非営利活動法人ブレーンヒューマニティー 

理事長 松本 学 

 

３ 指定期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 選定方法 

令和５年７月２８日から９月１５日まで公募を行い、５人の外部委員からなる選定

委員会において、４つの選定基準を設けたうえで、事業計画書などの書類審査とプレ

ゼンテーションによる面接審査を実施し選定した。 

 【選定基準】 

① 市民の平等な利用が確保されるものであるか 

② ユース交流センターの効用を最大限に発揮させるものであるか 

③ ユース交流センターの管理に係る経費の縮減が図られるものであるか 

④ ユース交流センターの管理を安定して行う能力を有しているものであるか 

 

５ 応募団体 １団体 

 

６ 選定理由 

尼崎ユースコンソーシアムは、選定委員会で設けた４つの選定基準の全てにおいて

一定の基準以上の評価を得ており、特に施設運営にあたっての基本方針や事業内容に

おいては、施設の機能を十分に活用した提案がなされていたことから、ユース交流セ

ンターの指定管理者として適切であると判断した。 
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（議案説明資料） 

応募者一覧 

 法人等の名称 代表者名 所在地 

１ 

尼崎ユースコンソーシアム 

 

代表者 

特定非営利活動法人

ブレーンヒューマニ

ティー 

理事長 

松本 学 
西宮市甲風園１丁目３番１２号  

 

構成員 
一般社団法人ポノポ

ノプレイス 

代表理事 

吹野 加代 

尼崎市東園田町３丁目３０番地

の１４ 

 

構成員 
特定非営利活動法人

み・らいず２ 

代表理事 

河内 崇典 

大阪市住之江区南加賀屋４丁目

４番１９号 

 

構成員 
特定非営利活動法人

こうべユースネット 

理事長 

 辻 幸志 

神戸市中央区東川崎町１丁目３

番３号ハーバーセンター５階 

神戸市青少年会館内 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１４号 所 管 上下水道部経営企画課 

件 名 
阪神水道企業団を組織する地方公共団体の数の増加及び同企業団規約の一部

変更に関する協議について 

内       容 

１ 趣旨 

阪神水道企業団の構成団体として新たに明石市を加え、それに伴い同企業団規約の

一部を変更することについて、関係地方公共団体（神戸市・西宮市・芦屋市・宝塚市・

明石市及び本市）で協議を行うため、地方自治法第２９０条の規定により議決を求め

るもの。 

 

２ 協議内容 

⑴ 阪神水道企業団の構成団体に「明石市」を加える。 

⑵ 上記⑴に伴い、同企業団規約第２条（企業団を組織する市）に「明石市」を加え

る。 

 

３ 施行期日    

令和７年４月１日 
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阪神水道企業団規約 

改正後 現 行 

（企業団を組織する市） 

第２条 略 

  神戸市 

  尼崎市 

  西宮市 

  芦屋市 

宝塚市 

明石市 

（企業団を組織する市） 

第２条 略 

  神戸市 

  尼崎市 

  西宮市 

  芦屋市 

宝塚市 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１５号 所 管 河港課 

件 名 あらたに生じた土地の確認について 

内       容 

１ 趣旨 

  尼崎市船出地先の公有水面において、尼崎西宮芦屋港港湾管理者（兵庫県）から公

有水面埋立てに関するしゅん功認可の通知があったこと等に伴い、地方自治法第９条

の５第１項の規定により、議決を求めるもの。 

 

２ あらたに生じた土地の所在及び面積 

 尼崎西宮芦屋港内公有

水面埋立地 

尼崎西宮芦屋港内公有水面

（南防波堤敷地） 

所在地 尼崎市船出２６番、２７

番、２８番１、２８番３、

３７番から３９番地先

の公有水面埋立地 

尼崎市船出３１番地先の公

有水面 

施行者 兵庫県 国土交通省 

しゅん功認可年月日

及び 

しゅん功認可番号 

令和５年１０月２７日 

兵庫県指令港第 

１２８０号の２ 

 

あらたに生じた土地

の面積 

２３４，６３５．２１ 

平方メートル 

９４１．９９ 

平方メートル 

合計 ２３５，５７７．２０平方メートル 

全体計画面積 約１１３ｈａ 

 ※ 詳細は、「あらたに生じた土地図」のとおり 

 

３ 今後の予定 

  令和６年１月 議決後、尼崎市長の告示 
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凡例

既に町に編入されている区域　（面積：602,622.67㎡）

あらたに生じた土地図

尼崎港

東海岸町

あらたに生じた土地　　　　　（面積：235,577.20㎡）

船出39

船出38

船出28-3

船出37

船出26

船出31

船出27

船出28-1

あらたに生じた土地
（南防波堤敷地）

あらたに生じた土地
（尼崎西宮芦屋港内公有水面埋立地）
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第１１６号 所 管 都市計画課 

件 名 あらたに生じた土地の既存の町の区域への編入について 

内       容 

１ 趣旨 

  尼崎市船出地先の公有水面において、尼崎西宮芦屋港港湾管理者（兵庫県）から公

有水面埋立てに関する工事のしゅん功認可の通知等があり、そのしゅん功等によりあ

らたに生じた土地を既存の町の区域に編入するため、地方自治法第２６０条第１項の

規定により、議決を求めるもの。 

 

２ 編入先の町 

  船出 

※ 詳細は、「編入する区域図」のとおり 

 

３ 今後の予定 

  令和６年１月 議決後、尼崎市長の告示 
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